
ニュースリリース
財務省

四国財務局

令和３年８月10日

管内の地方公共団体への財政融資資金の貸付状況について
（令和２年度）

辺地・過疎対策関連事業や国土保全災害復旧（災害復旧）事
業が減少となったものの、厚生福祉施設関連事業や臨時財政対
策債の増加などから貸付額は微増。

財務局・財務事務所においては、県や市町村などの地方公共団体が、学校、病院、道路
等の建設や上下水道、廃棄物処理施設等を整備するために必要な資金の一部として財政
融資資金※の貸付を行っています。

四国財務局管内（徳島、香川、愛媛、高知の４県）の令和２年度（令和２年４月～令和３
年３月）の貸付額は1,952億円で、前年度増加した学校再編事業など辺地・過疎対策関連
事業や平成30年７月豪雨災害等に伴う災害復旧関連事業が反動減となったものの、病院
事業により厚生福祉施設関連事業が増加したことなどから、前年度に比べ13億円（0.7％）
増加しています。
また、令和３年３月末の貸付残高は２兆2,179億円で、前年同月末に比べ128億円

（▲0.6％）の減と、17年連続で減少しています。

【お問い合わせ先】
財務省 四国財務局 TEL：087-811-7780

財務広報相談室（内線260）
又は 融資課（内線380）

県名
２年度貸付額（前年度比）

主な増減要因
２年度末残高
（前年度比）

徳島県
350億円（＋63.0％）

国土保全災害復旧（国土強靭化）事業の増加
3,364億円
（▲1.1％）

香川県
368億円（▲2.2％）

辺地・過疎対策事業の減少
4,893億円
（▲0.6％）

愛媛県
735億円（▲1.1％）

国土保全災害復旧（災害復旧）事業の減少
7,779億円
（＋0.4％）

高知県
499億円（▲17.6％）

道路事業の減少
6,144億円
（▲1.5％）

四国4県
合計

1,952億円（＋0.7％）
2兆2,179億円
（▲0.6％）

※財政融資資金とは、国債の一種である財投債の発行により国が金融市場から調達し、地方公共団
体等が行う事業に活用される資金。
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１．財政融資資金の令和２年度貸付額

Ⅰ－２ 貸付額（用途別）

Ⅰ－３ 貸付額（県別・用途別）

用途区分
百万円

構成比（％）
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Ⅰ－１ 貸付額の推移



２．財政融資資金の令和２年度末貸付残高

Ⅱ－１ 貸付残高の推移

Ⅱ－２ 貸付残高（用途別）

用途区分
百万円

構成比（％）

（参考）用途別の主な事業
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用 途 主　　　な　　　事　　　業

辺 地 ・ 過 疎 対 策 　辺地対策事業、過疎対策事業

国土保全災害復旧 　補助災害復旧事業、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業、一般公共・災害関連事業

生 活 環 境 整 備 　上水道事業、下水道事業、交通事業、一般廃棄物処理事業

道 路 　一般公共・道路事業、一般補助施設整備等事業（道路、排水施設等）

文 教 施 設 　学校教育施設等整備事業（義務教育諸学校及び高等学校等施設、幼稚園その他の学校施設等）

厚 生 福 祉 施 設 　病院事業、社会福祉施設整備事業

住 宅 　公営住宅建設事業、一般補助・住宅市街地等事業

運 輸 通 信 　港湾整備事業、一般公共・港湾事業、一般公共・空港事業

地 域 開 発 　一般単独・臨時道路事業、一般公共・河川事業

農 林 漁 業 　一般公共・農業農村等事業、一般補助・産業経済施設等事業

そ の 他
　公共事業等（各種災害関連事業、農業農村整備・道路事業、その他の事業等）、
　一般補助施設整備等事業

臨 時 財 政 対 策 債 　（地方財政法第33条の5の2第1項の規定に基づき発行したもの）

　(注)上記事業内訳は代表的な事業を抜粋して記載しています。



３．財政融資資金を活用した事業例

〇松茂町新交流拠点施設整備事業
（Matsushigate）

【徳島県松茂町：一般補助施設整備
等事業】

〇新船建造事業
（NEW IBUKI Ⅱ/伊吹航路）

【香川県観音寺市：公営企業・交通
事業及び辺地対策事業】

〇からたち認定こども園交付金事業
（いよ未来こども園）

【愛媛県伊予市：過疎対策事業】

〇四万十川アドベンチャーパーク
整備事業

（四万十川ジップライン）
【高知県四万十町：過疎対策事業】
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別表１．管内地方公共団体別の財政融資資金地方資金貸付実績額（令和２年度）
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別表２．管内地方公共団体別の財政融資資金地方資金貸付残高（令和２年度末現在）

6


